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• このところの個人消費をみると、コロナ禍からの回復が遅れたサービス消費は堅調である一方、数量

ベースでみた財消費は減速している。

• 財消費の減速の背景には、食料や家具・家事用品、教養娯楽用品などでコロナ禍での巣ごもり需要の

反動がみられるほか、食料においては、インフレの影響も示唆される。

• これらの品目の減速により、消費関連財の出荷や物流は弱い動きとなっている。また、コロナ禍で発生し

た繰越需要の消化も進んでいるため、持ち直しの余地は限られるとみられる。

要旨

財消費の減速と生産・物流への影響
経済調査室 石川 亮

インフレが続く中、国内の財消費には減速がみ

られ、一部の産業では影響を指摘する声も聞かれ

る。本稿では、このところの財消費の減速の状況と

その背景を整理した上で、生産や物流への影響を

確認し、消費の先行きへの含意を考察する。

1.インフレ率は財中心に高く、財消費の逆風に

国内のインフレ率は、23年初に前年比4％の高

い伸びとなった後、政府の物価高対策によりこのと

ころ3％程度に低下している。エネルギーの伸びは

22年初をピークに縮小に転じ、足元では物価高対

策もあって下落に転じたが、電気料金などのエネ

ルギーを除く財は7％程度に上昇している。また、

サービスと比べて財のインフレが目立っている（図

表1-1）。

上昇率の大きい品目をみると、冷凍食品やチー

ズ、調味料といった食料が並ぶほか、空気清浄機

やタブレット端末などの耐久財も高い伸びとなって

いる（図表1-2）。

2.サービス消費は回復続く、財は実質（数量）では

弱い動き

個人消費を財とサービスに分けてみると、サービ

ス消費は、コロナ禍で大きく減少し、宿泊や飲食の

売上高はコロナ前の2～4割程度に落ち込んだが、

22年以降持ち直した。今年に入ると感染影響が縮

小する中で、宿泊業はコロナ前を回復し、飲食も8

割程度に持ち直した（図表2-1）。

図表1-1 消費者物価上昇率
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図表1-2 前年比上昇率上位20品目（6月、生鮮食品除く）

順位 品目 上昇率 順位 品目 上昇率

1 空気清浄機 35.3 11 マヨネーズ 22.4 

2 冷凍調理コロッケ 33.5 12 電気洗濯機（全自動） 22.4 

3 しらす干し 30.2 13 ラップ 22.4 

4 チーズ（国産品） 29.6 14 魚介缶詰 22.2 

5 ペットフード（猫用） 28.5 15 照明器具 21.8 

6 電子レンジ 27.0 16 ティッシュペーパー 21.1 

7 タブレット端末 23.7 17 ガステーブル 21.0 

8 冷凍米飯 22.7 18 殺虫剤 20.3 

9 カレールウ 22.5 19 ゼリー 20.2 

10 魚介漬物 22.4 20 野菜缶詰 19.9 
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他方、財消費をみると、名目の小売売上高は、

22年以降インフレ率が急上昇したことなどにより大

きく増加し、23年に入ると、供給制約が緩和した自

動車販売が好調となり、コロナ前を上回る水準を維

持する。一方、物価高が進んだことから、インフレ

の影響を除いた数量ベースの実質値では弱い動き

となっている（図表2-2）。

3.食料や家具・家事用品は巣ごもり需要の反動減

数量ベースの実質財消費を用途別にみると、食

料（外食除く）や家具・家事用品、教養娯楽用品は、

巣ごもり需要で増加した後に減少に転じた。一方、

保健医療は、健康意識の高まりなどから引き続きコ

ロナ前を上回る。

自動車はコロナ禍での半導体不足により減少し

たが、22年以降は供給制約が緩和する中で持ち直

している。一方、被服および履物は、外出機会は

増加するものの、生活スタイルの変化などから緩慢

な持ち直しにとどまる（図表3）。

4.インフレは食料の消費量に影響

食料の消費量は19年と比較して減少したが、巣

ごもり需要の反動に加えてインフレの影響も考えら

れる。食料について、価格と数量の関係を品目ごと

にみると、コロナ前と比較して価格が急上昇した食

用油（19年比63％上昇）やマヨネーズ（同42％）、

小麦（同25％）などは購入数量が減少する一方、

値上げが比較的緩やかであったカップ麺や鶏肉、

もちなどでは購入数量が増加した。全体でみても、

価格の上昇率が大きい品目ほど数量を減らす傾向

があり、価格上昇が顕著な商品を避けて比較的値

上がりが穏やかなものを購入しているとみられる

（図表4-1）。

消費マインドを企業のコメントを用いて分析する

と、百貨店でインバウンドや感染法上の5類移行、

商店街では観光客などの前向きなコメントがみられ

る一方、スーパーなどでは値上げの影響、買上点

数の減少といった財消費の減速に関連するコメント

がみられる（図表4-2）。
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図表3 用途別の実質財消費

図表2-2 小売業販売額
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5.財消費の減速で消費財の出荷は弱い動き

財消費減速の影響は生産にも及んでいる。財別

の出荷をみると、耐久消費財は、自動車の供給制

約の緩和により持ち直しているものの、家電などの

巣ごもり需要の一服もあってコロナ前の水準を下回

る。また、非耐久消費財も弱い動きが続いている

（図表5-1）。

非耐久財の弱さの背景には、衣料品需要が一貫

して弱いことのほか、巣ごもり需要の一服、一部の

財や食料品では輸入品比率の高まりなども考えら

れる。今後はワクチンなどの輸入は減少するとみら

れるが、食料などはインフレが続く中で安価な輸入

品への需要が定着する懸念がある（図表5-2）。

6.出荷の持ち直しが遅い中で輸送量は弱い

国内の貨物輸送量を重量ベースでみると、コロ

ナで大きく落ち込んだ後、感染の波などにより一進

一退の動きが続いたが、出荷の持ち直しが遅い中、

依然としてトラック、鉄道、内航貨物のいずれもコロ

ナ前の9割程度にとどまる（図表6-1）。

輸送量の9割を占めるトラック輸送の内訳を確認

すると、持ち直しが遅れる輸送用機械や素材関連

などがコロナ前に戻っていないほか、食料関連は、

外食需要は持ち直すものの、家庭用の巣ごもり需

要の一服などでコロナ前を下回る（図表6-2）。
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図表4-1 価格上昇と平均支出単価

（備考）総務省により日本政策投資銀行試算

図表4-2 消費マインドのテキスト分析（23年6月）
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7.サービス消費は繰越需要が残るが、財消費の

増加余地は限られる

このところのGDPベースの消費水準を確認すると、

サービス消費は、所得見合の水準（消費性向を一

定としたときに期待される消費額）に持ち直した。

物価高を受けて実質所得が減少したことで所得見

合の水準は低下しているものの、コロナ禍で発生し

た繰越需要（所得見合の消費と実際の消費支出の

差を累積したもの）が大きく残っており、これを取り

崩す形でサービス消費は堅調に増加するとみられ

る（図表7-1）。

一方、財消費はすでに所得見合の水準を上回り、

繰越需要の消化も進んでいるため、増加余地は限

られる。財別には、自動車は供給制約が緩和する

中で持ち直しが続くが、家電などでは巣ごもり需要

が一服するほか、食料ではインフレによる節約志向

の高まりにより弱い動きが続く。こうした財では、生

産や物流の持ち直しも限られるものとみられる（図

表7-2）。

（付注）図表4-2消費マインドのテキスト分析につ

いて

消費マインドのテキスト分析では、内閣府「景気

ウォッチャー調査」の景気判断理由集（現状）の

データを用いて、小売関連業種の回答コメントを抽

出し、回答コメントの出現語と業種の共起関係（出

現パターンが類似度合い）を示す共起ネットワーク

図を作成した。なお、分析に当たっては、樋口

（2020）を参考に、「KH Coder」のソフトウェアを使

用した。
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図表7-1 サービス消費（実質GDPベース）
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図表6-1 貨物輸送量（トンベース）
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図表6-2 トラック輸送量（23年1-3月期）
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